
資  産  の  部　　 千円 負  債  の  部　　  千円

流  動  資  産　　 9,420,321 流  動  負  債　　  10,944,815

　 948,705  1,561,033

　 962,576  16,201

1,736,880 6,473,065

333,850 139,895

　 5,438,309 618,270

　 159,829

 613,537

 12,761

 1,088,353

52,433

182,799

26,634

 

80,088,978 固  定  負  債　　  48,580,927

78,067,254  14,429,133

841,511  23,375

123,979 30,667,815

1,056,232  2,896,126

1,056,232 26,025

 538,451

59,525,742

　  

純　資  産  の  部　　  

29,983,556

 24,900,000

5,083,556

5,083,556

繰 越 利 益 剰 余 金 5,083,556

　 29,983,556

 89,509,299  89,509,299

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資 産 の 部 合 計

資    本    金

固  定  資  産　　

そ の 他 の 流 動 負 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

そ の 他 の 固 定 負 債

株 主 資 本

１.

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

各事業関連固定資産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

リ ー ス 債 務

建 設 仮 勘 定

未 払 費 用

預 り 連 絡 運 賃

前 受 運 賃

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

負債及び純資産の部合計

利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

負 債 の 部 合 計　 

純 資 産 の 部 合 計

役員退職慰労引当金

 貸  借  対  照  表 

２０２５年 ３ 月３１日 現 在

資　　産　　の　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

金　　　額

一 年 内 リ ー ス 債 務未 収 運 賃

短 期 借 入 金

科　　　　目

貯 蔵 品

金　　　額科　　　　目

現 金 及 び 預 金

預 り 金

そ の 他 の 流 動 資 産

未 払 金

未 払 消 費 税 等

未 収 金



自：２０２４年 ４ 月 １ 日

至：２０２５年 ３ 月３１日

金　　　　　額

千円 千円
 
 

　  

 14,004,294

 10,657,857

 3,346,436

 

　  

 22,429

 88,781 111,210

 

  

 400,182

 25,449 425,631

 

　　  3,032,015

1,917 1,917

1,917 1,917

　  3,032,015

　  944,125

△ 834,214

109,910

　  2,922,105

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

損　益　計　算　書

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 計

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 収 益

営 業 費

当 期 純 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

固 定 資 産 圧 縮 損

工 事 負 担 金 受 入 額

特 別 損 失

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

科　　　　目

鉄 道 事 業 営 業 利 益

特 別 利 益



［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

　１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品 移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法

　２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

（３）リース資産

　３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

（２）賞与引当金

（３）退職給付引当金

（４）役員退職慰労引当金

　４．収益及び費用の計上基準
主要な事業における主な履行義務の内容、収益を認識する通常の時点

　５．鉄道事業における工事負担金等の会計処理方法

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。なお、当事業年度の計上は
ありません。

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

個別注記表

　鉄道事業の車両は定率法、その他は定額法によっております。
　なお、鉄道事業の構築物のうち、取替資産については取替法を適用し
ております。

貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

　鉄道事業において、固定資産取得のために受け入れた工事負担金等は、工事完
成時に当該固定資産の取得原価から直接減額しております。

　従業員の賞与の支給にあてるため、支給見込額のうち当期負担分を計
上しております。

　従業員の退職給付の支給にあてるため、当期末における退職給付債務
に基づき、当期末に発生している額を計上しております。
　なお、計算方法については簡便法を採用しております。

　鉄道事業においては、主に旅客の運送を行っており、乗車駅から目的地ま
で運送サービスを提供するにつれて履行義務が充足されると判断し、当該運
送サービスの提供に応じて、収益を認識しております。
　なお、定期乗車券に係る収益については、有効開始月から一定の期間にわ
たり収益を認識しております。



［会計上の見積りに関する注記］

　１．繰延税金資産の回収可能性

（１）計算書類に計上した金額
    (単位:千円)

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

［貸借対照表等に関する注記］

１．その他の流動資産には寄託金　5,200,000千円が含まれております。

２．有形固定資産の減価償却累計額

３．事業用固定資産

　

４．担保に供している資産及び担保に係る債務
(1)担保に供している資産

(2)担保に係る債務

５．鉄道事業固定資産の取得原価から直接減額した工事負担金等累計額

６．関係会社に対する金銭債権・債務
千円

長期未払金

短 期 金 銭 債 権

千円

7,696,660
短 期 金 銭 債 務

2,371,460

未 払 金 2,978,003

鉄 道 事 業 固 定 資 産 千円

構 築 物
3,005,432

千円
千円

千円

千円
千円

39,727,250

車 両

有 形 固 定 資 産 76,537,305
土 地

繰延税金資産

　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び
金額によって見積もっており、当事業年度において、当社は 1,056,232 千
円の繰延税金資産を計上しております。
　当社は、安定的に利益を確保できる事業構造となっており、新型コロナウ
イルス感染症の影響からの回復や運賃値下げの影響を勘案しても、将来十分
な一時差異等加減算前課税所得が見込まれることから、当事業年度において
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第
26号 2018年2月16日)における企業分類を見直し、評価性引当額を取り崩し
ております。その結果、繰延税金資産が 834,214 千円増加しております。
　これらの見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受
ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異
なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な
影響を与える可能性があります。

31,293,058
建 物

63,414,282

千円
743,242

77,230,633

千円

5,715,227

無 形 固 定 資 産

千円
そ の 他 1,768,322

長 期 金 銭 債 務 千円
千円1,446,001

千円

千円

23,967,444

30,667,815

前事業年度 当事業年度
1,056,232222,018



［税効果会計に関する注記］

［関連当事者との取引に関する注記］ 　
（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

長期経営計画等に基づいて決定しております。
京成電鉄株式会社と協議の上決定しております。

［１株当たり情報に関する注記］

１株当たり純資産額 銭
１株当たり当期純利益 銭

310,000

7,685,800長期借入金

2,433,333

233,750

（注１）

短期借入金

長期借入金

（注２）
（注３）

６０２円　８

取引条件は、各社と協議の上決定しております。なお、取引金額には消
費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

850,000 その他流動資産

（注３）

4,310,000

265,000

取引の内容

（注１）

金銭の借入

989,100

220,833

線路使用料収入

その他流動資産

1,556,150 未収金

長期借入金

－

5,200,000被所有
（直接）56.0％

500,000

なし
－

金銭の返済

220,833

金銭の借入

（注１）

短期借入金

科目

（注２）

（注３）

主要株主
独立行政
法人都市
再生機構

被所有
（直接）22.2％

千葉県 なし

５８円６８

線路使用料

被所有
（直接）17.2％

金銭の返済

取引金額議決権等の所有
（被所有）割合

短期借入金

主要株主

0

関連当事者
との関係

種類

京成電鉄
株式会社
（東京証
券取引所
に上場）

1,035,200

期末残高

　繰延税金資産の主な原因は、未収運賃、未払事業税、賞与引当金、退職給付引当金
の否認等であります。

1,300,000

役員の
兼任

金銭の借入

寄託金の預入

（注１）

金銭の返済

寄託金の引出

会社等の
名称

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

親会社

兄弟会社

千葉
ニュータ
ウン鉄道
株式会社

なし
役員の
兼任

280,788

－


